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３ 藤沢都市計画道路等の変更（素案）について

４ 質疑・応答
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2021年(令和3年) 7月26日（月）

藤沢都市計画道路の変更（市素案）
及び関連案件の変更（素案）に係る説明会

① 藤沢都市計画道路３・５・２７号高倉下長後線の変更
② 藤沢都市計画用途地域の変更
③ 藤沢都市計画防火地域及び準防火地域の変更

資 料



藤沢都市計画道路等の変更（素案）について

① 藤沢都市計画道路３・５・２７号高倉下長後線
② 藤沢都市計画用途地域
③ 藤沢都市計画防火地域及び準防火地域

藤沢市 都市計画課



位 置 図（総括図）

横 浜 市

綾 瀬 市

長後駅

３・５・２７号高倉下長後線 延長約1,650ｍ
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長 後
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終
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路線決定の経過

２

年 月 都市計画手続 備 考

1957(S32)年12月 都市計画決定

1961(S36)年 8月 都市計画変更
（終点の位置、幅員及び線形の変更）

現在の線形となる

1969(S44)年 5月 都市計画変更（一部幅員の変更） 横浜市境付近を２２ｍに変更

1976(S51)年 7月 都市計画変更（名称番号の変更）

昭和３６年当時
の変更図面



路線整備の意義

３

立体

鉄道を横断する道路が少ない

国土地理院 地理院地図を加工

Googleマップライブ交通情報より（5/20 11:00）

駅直近の踏切に交通が集中

国土地理院 地理院地図を加工

通過交通が入り込んでいる

横浜市

綾瀬市

整備の意義①
駅前に入り込む交通から、通過
交通を分離するバイパスとしての
機能が期待される

バイパス

１万台/日



路線整備の意義

４

１９４７年（昭和２２年）の航空写真

長後地区は、古くから市街地が発展



路線整備の意義

５

長後地区は狭あいな道路が多い

整備の意義② 防災上の課題解決に寄与

凡 例

幅員4m未満

幅員4m以上6m未満

幅員6m以上12m未満

幅員12m以上15m未満

幅員15m以上22m未満



藤沢市道路整備プログラム

６

⑭ 高倉下長後線（国道以東）
→「着手時期検討区間」

⑮ 高倉下長後線（国道以西）
→「優先着手区間」

分類項目 内容

優先着手区間 「事業中区間」の次段階に着手する区間
として１０年以内に着手をめざす区間

着手時期検討区間 「優先着手区間」の次段階に着手する区
間として着手時期を検討する区間

着手時期未定区間 現段階では着手する時期が未定の区間



延長約1,650ｍ 幅員16ｍ 構造形式 地表式 車線の数 2車線

高 倉

長 後

横浜市域については，平成２５年修正横浜市１：２，５００都市計画基本図を承認を得て複製したものである。

計 画 図（東側）

横 浜 市

７



延長約1,650ｍ 幅員16ｍ 構造形式 地表式 車線の数 2車線

計 画 図（西側）

至：長後駅

至：高座渋谷駅

小
田
急
江
ノ
島
線

８



都市計画変更内容

幅員の見直し
 変更部分の標準幅員を１２ｍから１５ｍに変更

 鉄道との立体交差部の幅員を構造に合わせて変更

鉄道

９



都市計画変更内容

線形の見直し
 平面交差点の交差角見直しに伴う線形変更

車線数の決定
 未決定→２車線

番号の変更
３・５・２７ → ３・４・２４

凡 例

変更後の区域

変更前の区域

交差角

１０

１：自動車専用道路
３：幹線街路
７：区画街路
８：特殊街路

１：幅員４０ｍ以上
２：幅員３０ｍ以上４０ｍ未満
３：幅員２２ｍ以上３０ｍ未満
４：幅員１６ｍ以上２２ｍ未満
５：幅員１２ｍ以上１６ｍ未満
６：幅員８ｍ以上１２ｍ未満
７：幅員８ｍ未満

一連番号



種別

名 称 位 置 区
域 構 造 備考

番 号 路線名 起 点 終 点 主 な
経過地

延
⾧

構
造
形
式

車
線
の
数

幅
員

地表式の区間に
おける鉄道等と
の交差の構造

幹
線
街
路

3･4･24
高倉
下 ⾧ 後
線

藤沢市
高倉字
諏訪の

下

藤沢市
⾧後

字中分

藤沢市
⾧後字
宿中分

約
1,650

ｍ

地表
式 2車線 16ｍ

小田急線と立体交
差，幹線街路と平
面交差2箇所

都市計画道路中３・５・27号高倉下⾧後線を３・４・24号高倉下⾧後線に名称を改め，次のよ
うに変更する。

計 画 書 （都市計画道路・市素案）

１１



新旧対照表（都市計画道路・市素案）

新旧 種別

名 称 位 置 区域 構 造 備考

番 号 路線名 起点 終点 主な
経過地 延 ⾧ 構 造

形 式
車 線
の 数 幅 員

地表式の区間に
おける鉄道等と
の交差の構造

新
幹
線
街
路

3･4･24 高倉
下⾧後線

藤沢市
高倉字

諏訪の下

藤沢市
⾧後字
中分

藤沢市
⾧後字
宿中分

約
1,650

ｍ
地表式 2車線 16ｍ

小田急線と立体交差，
幹線街路と平面交差2
箇所

旧
幹
線
街
路

3･5･27 高倉
下⾧後線

藤沢市
高倉字

諏訪の下

藤沢市
⾧後字
中分

藤沢市
⾧後字
宿中分

約
1,650

ｍ
地表式 ― 12ｍ

小田急線と立体交差，
幹線街路と平面交差2
箇所

中央
分離帯

無

１２



⾧後駅周辺では，小田急江ノ島線⾧後駅北側直近に存する高座渋谷１５号踏切への自
動車交通集中による混雑が朝夕を中心に発生しています。また，地区内は狭あいな道路
が多く，避難路が不足しているとともに，南北に走る小田急江ノ島線を東西に横断可能
な箇所が少なく，防災上の課題を抱えています。

高倉下⾧後線は，鉄道で分断された地区の東西を連絡し，駅前に集中する自動車交通
から通過交通を分離し，駅前混雑の緩和に寄与する路線として期待されるほか，地区内
の避難路等として，地区の防災力の向上に寄与する路線としても期待されるもので，「
藤沢市都市マスタープラン（平成３０年３月改定）において，「地区内外を繋ぐ道路網
の形成や通過交通の分散化をはかるため，高倉下⾧後線等の都市計画道路の整備を推進
します。」と位置づけています。

本路線は３・４・２号藤沢町田線から東側区間の一部が整備済の他は，全線の約９４
％が未着手という状況であり，当該未着手区間の必要性については，平成２６年に行っ
た「都市計画道路の見直し」において必要性を確認し，「存続」路線として位置づけて
いますが，幅員等の考え方について，法令等に合わせて見直しを行った結果，自転車走
行空間の設置や鉄道との立体交差に必要な幅員の確保等を目的として，現行計画から一
部幅員の拡幅や，線形の変更を行い，また，代表幅員が変わったことによる番号の変更
を行うものです。

また，併せて車線の数を２車線と定めるものです。

理 由 書 （都市計画道路・市素案）

１３



藤沢都市計画道路等の変更（素案）について

① 藤沢都市計画道路３・５・２７号高倉下長後線
② 藤沢都市計画用途地域
③ 藤沢都市計画防火地域及び準防火地域

藤沢市 都市計画課

１４



用途地域とは？

計画的な市街地を形成するために設定

建てられる建物等の種類や大きさなどを制限

防火地域・準防火地域とは？

市街地における火災の危険を防除するために設定

建築の際、燃えにくい素材の使用が必要

藤沢駅・辻堂駅周辺のみ

長後駅

病院

１５



都市計画変更内容（関連案件）

１６

変更後

凡 例

変更後の都市計画道路

変更前の道路中心

変更後の道路中心

 道路の幅員・線形が変更 → 道路の中心線が変更

変更前の都市計画道路



都市計画変更内容（関連案件）

１７

準防火

準防火

準防火

準防火準防火

変更後

 道路の幅員・線形が変更 → 道路の中心線が変更

→ 道路の中心線を境界としている「用途地域」、「準防火地域」を変更



都市計画変更内容（関連案件）

１８

 道路の幅員・線形が変更 → 道路の中心線が変更

８０

５０

一低

２００

６０

一中高
準防火

８０

５０

一低

２００

６０

一中高 準防火

都市計画道路の幅員の変更に伴い、都市計画道路中心線が変更
→ 黄色い部分が「一中高」から「一低」に変更、さらに「準防火地域」未指定に変更

（例）

１２ｍ

２００

６０

一中高
準防火

８０

５０

一低

１５ｍ

→ 道路の中心線を境界としている「用途地域」、「準防火地域」を変更



長後地区２

計 画 図 （用途地域・準防火地域）

用途地域
の変更

準防火地域
の変更

１９



都市計画用途地域を次のように変更する。

計 画 書 （用途地域・素案）

２０

種 類 面 積
建 築 物 の
容 積 率

建築物の
建 蔽 率

外壁の
後退距離
の限度

建築物の
敷地面積
の最低限度

建築物
の高さ
の限度

そ の 他
及び

備 考
第一種低層住居専用地域

小 計

約
約
約
約
約
約

86 ha
54 ha

312 ha
1,667 ha

77 ha
2,196 ha

5/10以下
6/10以下
8/10以下
8/10以下

10/10以下

3/10以下
4/10以下
4/10以下
5/10以下
6/10以下

ʷ ʷ 10m

( 3.9%)
( 2.5%)

(14.2%)
(75.9%)
( 3.5%)

46.3%
第二種低層住居専用地域

小 計

約
約
約
約

1.9ha
20 ha
11 ha
33 ha

8/10以下
8/10以下

10/10以下

4/10以下
5/10以下
6/10以下

ʷ ʷ 10m

( 5.8%)
(60.6%)
(33.3%)

0.7%
第一種中高層住居専用地域 約 297 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 6.2%
第二種中高層住居専用地域 約 83 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 1.7%
第一種住居地域 約 719 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 15.1%
第二種住居地域 約 196 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 4.1%
準住居地域 約 130 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 2.7%
田園住居地域 約 - ha ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ
近隣商業地域

小 計

約
約
約

131 ha
27 ha

158 ha

20/10以下
30/10以下 8/10以下 ʷ ʷ ʷ

(82.9%)
(17.1%)

3.3%
商業地域

小 計

約
約
約
約

156 ha
13 ha
2.0ha

171 ha

40/10以下
60/10以下
80/10以下

ʷ ʷ ʷ ʷ

(91.2%)
( 7.6%)
( 1.2%)

3.6%
準工業地域 約 293 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 6.2%
工業地域 約 115 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 2.4%
工業専用地域 約 363 ha 20/10以下 6/10以下 ʷ ʷ ʷ 7.7%
合 計 約 4,754 ha ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ 100 %



新旧対照表 （用途地域・素案）

２１

種 類 建築物の
容積率

建築物の
建蔽率

新旧用途地域別面積 面積の増減
新 旧

第一種低層住居専用地域

小 計

5/10以下
6/10以下
8/10以下
8/10以下

10/10以下

3/10以下
4/10以下
4/10以下
5/10以下
6/10以下

約
約
約
約
約
約

86
54

312
1,667

77
2,196

ha
ha
ha
ha
ha
ha

約
約
約
約
約
約

86
54

312
1,667

77
2,196

ha
ha
ha
ha
ha
ha

-約0.00

-約0.00

ha

ha
第二種低層住居専用地域

小 計

8/10以下
8/10以下

10/10以下

4/10以下
5/10以下
6/10以下

約
約
約
約

1.9
20
11
33

ha
ha
ha
ha

約
約
約
約

1.9
20
11
33

ha
ha
ha
ha

第一種中高層住居専用地域 20/10以下 6/10以下 約 297 ha 約 297 ha -約0.01 ha
第二種中高層住居専用地域 20/10以下 6/10以下 約 83 ha 約 83 ha
第一種住居地域 20/10以下 6/10以下 約 719 ha 約 719 ha +約0.00 ha
第二種住居地域 20/10以下 6/10以下 約 196 ha 約 196 ha
準住居地域 20/10以下 6/10以下 約 130 ha 約 130 ha
田園住居地域 ʷ ʷ 約 ʷ ha 約 ʷ ha
近隣商業地域

小 計

20/10以下
30/10以下 8/10以下

約
約
約

131
27

158

ha
ha
ha

約
約
約

131
27

158

ha
ha
ha

+約0.01

+約0.01

ha

ha
商業地域

小 計

40/10以下
60/10以下
80/10以下 ʷ

約
約
約
約

156
13
2.0
171

ha
ha
ha
ha

約
約
約
約

156
13
2.0
171

ha
ha
ha
ha

準工業地域 20/10以下 6/10以下 約 293 ha 約 293 ha
工業地域 20/10以下 6/10以下 約 115 ha 約 115 ha
工業専用地域 20/10以下 6/10以下 約 363 ha 約 363 ha

合 計 約 4,754 ha 約 4,754 ha ± 0.0 ha



都市計画防火地域及び準防火地域を次のように変更する。

計 画 書 （防火地域及び準防火地域・素案）

２２

種 類 面 積 備 考

防 火 地 域 約 30 ha

準 防 火 地 域 約 1,723 ha

新旧対照表 （防火地域及び準防火地域・素案）

種 類
面 積

面積の増減
新 旧

防 火 地 域 約 30 ha 約 30 ha

準 防火 地 域 約 1,723 ha 約 1,723 ha -約0.00 ha



藤沢市⾧後の一部及び高倉の一部において、藤沢都市計画道路３・５・２７
号高倉下⾧後線の都市計画変更に伴い、同都市計画道路の中心線を界線根拠と
する区域について、用途地域の変更を行うものです。

理 由 書 （用途地域・素案）

２３

藤沢市⾧後の一部及び高倉の一部において、藤沢都市計画道路３・５・２７
号高倉下⾧後線の都市計画変更に伴い、同都市計画道路の中心線を界線根拠と
する区域について、用途地域の変更に併せて防火地域及び準防火地域の変更を
行うものです。

理 由 書 （防火地域及び準防火地域・素案）



今後のスケジュール

都市計画道路（県決定） 用途・準防火（市決定）

本日 都市計画説明会

（市→県）案の申出

公聴会 意見の公述が可能 神奈川県との法定協議

法定縦覧 意見書の提出が可能

市都市計画審議会

県都市計画審議会

告 示

２４

R3.8頃

R3.11頃

R4.3頃

素案の閲覧R3.10頃

R4.9頃

着手に向けて、手続、測量等の調査の実施


